
評価結果活用事業一覧表

成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

1
_06まちづ
くりの進め

方

01多様な
主体と行政
との協働

大学連携推
進事業

企画部
広報・行政

経営課
17

市内企業・
団体（行政
組織を含
む）の抱え

る課題

大学の専門
的な知見に
より、市内
企業・団体
（行政組織
を含む）の
抱える課題
を解決す
る。

行政・大学・
地元メディ
アが地域の
課題解決に
取り組む
「加古川
『知』を結ぶ
プロジェク
ト」におい
て、学生が
加古川市の
課題を調査
研究し、そ
の解決策を
提案する

提案実現
件数（件）

0 3 1 100%

平成３０年度事業
では3件、平成３
１年度事業では１
件、令和３年度で
は３件の提案が
実現している。実
現には至らずと
も、提案の内容を
今後に活かした
いとの意見・感想
をいただいてい
るケースもある。
令和4年度は、参
加企業において、
提案を基にした
SNSを活用した
自社のPR活動や
雇用獲得に向け
た取組が行われ
るなど課題解決
につなげること
ができた。

改善 28 千円 68 千円

市内企業・団体（行政組織を含
む）の抱える課題の解決という
根本的な目的は変わらないが、
参加企業や団体をフォローする
ことで、提案実現数の増加を図
る。また、成果報告会の実施結
果を市や甲南大学のホームペー
ジ、新聞記事により周知した
が、プロジェクトの認知度向上
のためにも、引き続き積極的な
情報発信を行う。

2
06まちづ
くりの進め

方

03効果的・
効率的な行
財政運営

スマート手
続推進事業

市民協働部 市民課 11
市民課で申
請・届出を
行う市民

市民の行政
手続きにか
かる時間的
負担・手間
は大きく、
また、煩雑
化する窓口
業務に、限
られた人
員・財源で
対応する必
要がある。
そこで、民
間のノウハ
ウやＩＣＴ等
を活用し、
業務の効率
化、市民の
利便性と満
足度の向上
を目指す。

民間の知見
やノウハ
ウ、ＩＣＴな
どを積極的
に活用した
窓口関連業
務の改善・
改革（行政
手続のオン
ライン化、
窓口環境の
整備、事務
処理の自動
化など）の
実施

行政の効
率化が図
られてい

ると思う市
民の割合

（％）

－ 40.8 37.9 50

令和４年度は、窓
口業務支援シス
テム（書かないワ
ンストップ窓口）・
RPAの導入を実
施した。また、さ
らなる事務効率
化のため、窓口
業務支援システ
ムの拡充等の検
討を行った。市
民、職員の利便
性の向上、事務
の効率化などに
つながる事業で
あるため、今後も
事業の拡充が求
められる。

拡充 26,187 千円 31,284 千円

窓口業務支援システム（書かな
いワンストップ窓口）の機能拡
張を行い、さらなる市民・職員
の利便性の向上、事務効率化を
図る。

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

1



成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

市民認知
度（％）

0 8.5 15.9 50

イベント来
場者数
（人）

0 64,007 94,025 100,000

障がい者
スポーツイ
ベントの参

加者数

90 0 418 600

出前講座
の参加者

数
0 586 2389 3000

4

　障害の有無にかかわらず、共
にスポーツを楽しめる機会を提
供するため、新たに加古川市
ボッチャ交流大会を開催する。

千円1,889千円717拡充

平成30年に策定
した本市のス
ポーツ推進計画
に掲げる障がい
者スポーツの振
興を図るために
必要な事業であ
る。かこパラス
ポーツ王国をは
じめとする障が
い者スポーツイベ
ントや障がい者ス
ポーツの出前講
座には、のべ約
2,800名の市民
が参加し、地域や
学校において障
がい者スポーツ
の理解・普及を図
ることができた。
今後も、障害の有
無にかかわらず、
共にスポーツを
楽しめる機会を
提供し、スポーツ
を通じた共生社
会の実現を目指
す。

障がい者ス
ポーツイベ
ントの開催
や出前講座
による実技
指導

障がい者及
び障がい者
スポーツへ
の理解の促
進と障がい
者スポーツ
の普及を図
る。

20歳以上
の市民

3・17
スポーツ・
文化課

市民協働部
障がい者ス
ポーツ推進

事業

01スポー
ツ・レクリ
エーション
活動の推進

_01心豊か
に暮らせる

まち

千円

・ソフト事業の継続
・ハード整備に向けた取組
・河川敷緑地（河原地区）設計
・賑わい交流拠点の整備に向け
た取組の実施

令和４年８月に国
に登録された「加
古川市かわまち
づくり計画」に基
づき、市・国の役
割分担のもと、
ハード整備の設
計に着手すると
ともに、イベント
等のソフト事業も
数多く実施した。
イベントや各種
PRによって、認
知度・来場者数と
もに向上した。今
後、ハード整備の
具体化に向けて
取組を進める必
要がある。

拡充 6,098 千円 26,237
市民活動推

進課

3
11
17

市民、市民
活動団体等

転出超過に
よる人口減
少に歯止め
をかけるた
め、ＪＲ加古
川駅から歩
いて行くこ
とができる
加古川河川
時を新たな
賑わいづく
りに取り組
むことで、
市民の地元
への愛着や
誇りの醸成
を図る。

ＪＲ加古川
駅から歩い
て行くこと
ができる加
古川河川敷
の「かわ空
間」と「まち
空間」が融
合する良好
な空間形成
を目指し、
かわまちづ
くりに取り
組む。

3
06まちづ
くりの進め

方

01多様な
主体と行政
との協働

加古川河川
敷を活かし
た新たな賑
わいづくり

事業

市民協働部

2



成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

補助金交
付件数
（件）

191 270 305 572

定住への
影響度
（％）

92.1 92.6 93.5 95.0

研修参加
者数（人）

0 736 1,180 1,500

指導・相談
件数（件）

4,729 4,334 5,174 5,000

千円 10,439 千円

令和５年度は、令和４年度に実
施したビジネスプランコンテス
トの開催に係る委託料を予算措
置していない。
ビジネスプランコンテストは、受
賞者の創業に向けた進捗状況
等の確認を行ったうえで、今後
の実施の適否を検討する。

54,806 千円

令和５年度は、従来の「正規雇
用者」だけでなく、「正規雇用に
準じた労働条件で雇用されて
おり、正規雇用への転換を希望
している者」等を対象に加え、
事業を拡充する。

6
03活力と
にぎわいの
あるまち

01商業・
サービス業

の振興

商工業振興
推進事業

産業経済部 産業振興課 ８・９
市内事業所

数

市内商工業
の振興推進
と地域経済
の発展を図
る。

加古川商工
会議所に対
し、商工業
の振興推進
に係る調
査、セミ
ナーの開
催、各種申
請受付業務
等及びビジ
ネスプラン
コンテスト
の開催に関
する業務を
委託する。
また、加古
川商工会議
所が実施す
る市内小規
模事業者の
経営の改善
発達を支援
する事業に
係る経費の
一部を補助
する。

加古川商工会議
所による経営相
談や指導、各種セ
ミナー等を通じ
て、市内商工業
者の経営基盤の
強化・安定化に寄
与している。引き
続き、社会経済
情勢の変化や企
業ニーズを注視
する必要がある。
なお、ビジネスプ
ランコンテストの
実施にあたって
は、受賞者の創
業に向けた進捗
状況等の確認を
行ったうえで、今
後の実施の適否
を検討する。

縮小 15,132

5
_02安心し
て暮らせる

まち

05就業機
会の確保と
労働環境の

向上

奨学金返還
支援事業

産業経済部 産業振興課 １・８・９
労働者（加
古川市統計

書）

大企業との
賃金格差を
是正し、若
者勤労者の
市内定着及
び転入促進
を図る。

日本学生支
援機構の奨
学金貸与を
受け、奨学
金を返還し
ている若者
のうち、市
内に居住
し、かつ、中
小企業等に
雇用される
など、一定
の要件を満
たした者に
対し、返還
した奨学金
の一部を補
助する。

アンケートの結果
から本市への定
住促進に一定の
効果があり、事業
の必要性は高
い。令和５年度
は、従来の「正規
雇用者」だけでな
く、「正規雇用に
準じた労働条件
で雇用されてお
り、正規雇用への
転換を希望して
いる者」等を対象
に加え、事業を拡
充する。

拡充 34,121 千円

3



成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

来客数
（人）

6,623 26,306 34,902 100,000

補助金交
付額（千

円）
1,176 1,962 3,132 10,000

8
03活力と
にぎわいの
あるまち

01商業・
サービス業

の振興

緊急経済対
策市内店舗
応援事業

産業経済部 産業振興課 ８・９
小売業、飲
食業等の市

内店舗

新型コロナ
ウイルス感
染症の感染
拡大等の影
響により落
ち込んだ消
費を喚起
し、市内の
店舗を支援
する。

スマート
フォンを活
用した
キャッシュ
レス決済の
利用時にプ
レミアムポ
イントを付
与する事業
（ポイント還
元キャン
ペーン）を
実施する
（令和２年１
１月、令和３
年２月、令
和３年８月
及び令和４
年８月に実
施）。

消費効果
額（万円）

255,612 214,499 286,516 174,000

対象店舗や市民
の方から、売上向
上及び市内の消
費喚起につな
がっている旨の
声が寄せられて
おり、消費効果額
も回数を重ねる
たびに増加して
いることから、事
業者支援として
有効な事業で
あったと考える。

完了 499,879 千円 0 千円

市内事業者の置かれている状
況や、社会経済情勢の動向を注
視しし、今後の実施の適否を検
討する。

満足度（ア
ンケートよ
り）（％）

- - 86.3 90.0

おまつり広
場参加人
数（人）

0 2,200 13,452 20,000

千円

アンケート結果にて、自宅及び
その周辺から、花火を見ること
が出来なかったとの回答が一
部に見受けられたため、花火の
打上場所の追加・変更について
検討する。

分散型花火大会
の開催により、従
来からの課題で
あった、安全性の
確保や警備費用
の高騰について、
大幅な改善に成
功した。
アンケートの結
果、市民の満足
度（分散型花火大
会を大変良かっ
た、良かったと回
答した割合）は
86.3％と非常に
高いものであっ
た。しかし、一部
の地域では花火
を見ることが出
来ないなどの問
題があったため、
打ち上げ場所を
見直しする必要
がある。

改善 20,771 千円 40,000産業振興課 17

市民（子ど
もから高齢
者の方まで
市民全体）

地域住民の
連帯とふる
さと意識の
高揚を図る
とともに、
にぎわいの
あるまちを
創出するこ
とを目的と
する。

加古川まつ
り花火大会
の実施と、
各地域での
「おまつり
広場」等の
協賛事業の
開催

9
03活力と
にぎわいの
あるまち

02観光の
振興

加古川まつ
り開催事業

産業経済部

3,149 千円 10,035 千円

令和５年度より、対象業種の拡
充や対象地域の高度利用地区
における賃借料の補助上限額
の引上げなど、制度の拡充を行
い、市内の地域商業のさらなる
活性化を図る。

7
03活力と
にぎわいの
あるまち

01商業・
サービス業

の振興

空き店舗等
活用支援事

業
産業経済部 産業振興課 ８・９

対象地域の
空き店舗等

空き店舗及
び空き家を
活用した新
規出店を促
進し、対象
地域におけ
る地域商業
の活性化ひ
いてはまち
の賑わいづ
くりや生活
環境の維持
向上を図
る。

ＪＲ加古川
駅周辺及び
JR東加古
川駅周辺の
商業地域並
びに市街化
調整区域に
おいて、空
き店舗等を
活用し、飲
食業又は小
売業を新規
出店する者
に対し、賃
借料等の一
部を補助す
る。

補助を受けた店
舗の多くが現在
も営業を続けて
おり、対象地域に
おける空き店舗
等の解消ととも
に商業活性化に
寄与している。ま
た、令和５年度よ
り、対象業種の拡
充や対象地域の
高度利用地区に
おける賃借料の
補助上限額の引
上げなど、制度の
拡充を行い、市
内の地域商業の
さらなる活性化
を図る。

拡充

4



成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

寄附採納
（千円）

316,798 221,838 401,559 500,000

返礼品支
出額（千

円）
98,835 65,798 118,353 150,000

11
03活力と
にぎわいの
あるまち

01農業の
振興

地産地消推
進事業

産業経済部 農林水産課 2・4

加古川市内
の小学校・
中学校・養
護学校の生

徒・児童

給食や調理
実習を通し
て市内の生
徒・児童に
地元産食材
の魅力を広
く周知する
とともに、
地元産食材
に関する知
識について
理解を深め
る。

【かこがわ
食材学習支
援事業】小
学校5・6年
生対象の調
理実習で使
用する加古
川産食材の
確保と、食
育に関する
授業に要す
る経費につ
いて市が負
担する。
【加古川市
地元産食材
給食推進事
業】加古川
市地元産食
材を学校給
食で使用し
てもらうた
めに、通常
使用食材と
の価格差を
市が補てん
する。

①事業を
実施した
児童割合

（％）

②地元産
食材の1人
当たりの
使用量
（kg）

①19

②0.7

①25

②0.9

①31

②1

①45   ②1

例年一定数の小
学校・中学校が取
り組んでおり、実
施校から好評を
受けている。地元
産食材の魅力を
知ってもらうこと
は重要であるこ
とから、引き続き
周知を図り、新規
の取組校を増や
す。

拡充 2,316 千円 2,503 千円

かこがわ食材学習支援事業に
ついて、実施校においては非常
に好評であるため、新規の取組
校が増えるよう、より積極的に
事業の周知を行う。

239,607 千円

観光協会及び商工会議所との
連携を図り、より多くの寄附者
の目に留まるような返礼品の開
拓と、効果的なPRの手法を検
討する。

10
06まちづ
くりの進め

方

02シティ
プロモー

ションの推
進

ふるさと納
税推進事業

産業経済部 産業振興課 17

加古川市の
まちづくり
に賛同し、
ふるさと納
税（寄附金）
をした方、
及び返礼品
の選定を受
けた地元事
業者（以下
「協賛事業
者」とい

う。）

本市のＰ
Ｒ、地域産
業の振興、
財源の確保
を図る。

寄附者に対
し、寄附金
額に応じて
返礼品を贈
呈する。返
礼品は協賛
事業者が提
供する品の
中から、寄
附者が選択
する。

事業実施により、
目的としていた
本市のＰＲ、地域
産業の振興、財
源の確保につい
て、一定の成果は
得られているが、
全国的にふるさ
と納税への関心
が高まり、寄附者
が増加している
ことから、更なる
充実に向けて、取
り組みを行って
いく必要がある。

拡充 205,881 千円

5



成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

12
03活力と
にぎわいの
あるまち

01農業の
振興

見土呂フ
ルーツパー
ク再整備事

業

産業経済部 農林水産課 11・15
加古川市見
土呂フルー
ツパーク

見土呂フ
ルーツパー
クを再整備
することに
より、市の
観光拠点と
してにぎわ
いを創出
し、地域の
活性化に繋
げる。

観光施設と
しての側面
を十分に活
かし、市の
観光拠点と
しての賑わ
いを創出
し、地域の
活性化に繋
げるため、
施設のハー
ド面の整備
を行う。

事業進捗
率（％）

- 0 5 100

地域の活性化に
寄与するため、魅
力のある施設と
なるよう再整備
を行うものであ
るが、令和3年度
に事業者を再公
募することとな
り、当初の構想の
スケジュールから
は約半年の遅延
が生じている。令
和4年度は、再公
募により決定し
た事業者によっ
て基本設計及び
実施設計が実施
されたところで
あり、今後、令和
6年4月の全面リ
ニューアルに向
け、工事の確実な
進行管理を行っ
ていく。

拡充 40,920 千円 834,075 千円

令和６年４月の全面リニューア
ルオープンに向け、令和４年度
に作成した実施設計をもとに、
令和５年度は工事に注力する。
市と事業者が連携して、市の観
光拠点としてにぎわいを創出
し、地域の活性化に繋げるた
め、施設の新設や改修を予定し
ている。

13
うるおいの
あるまち

地球環境の
保全

電動車等普
及促進事業

環境部 環境政策課 ７・１１・13
市民、事業

者

市民の生活
様式を、脱
炭素型のラ
イフスタイ
ルへと転換
するため、
①公共施設
における急
速充電ス
テーション
設置、②電
気自動車等
の充電ス
テーション
設置補助、
③電気自動
車等購入へ
の補助を実
施し、市域
への電気自
動車等の更
なる導入促
進を図る。

①公共施設
であるかこ
てらすに急
速充電ス
テーション
を設置す
る。
②急速充電
ステーショ
ン１基あた
り2,000
千円、 普通
充電ステー
ション１基
あたり100
千円を補助
する。
③電気自動
車１台あた
り200千
円、プラグ
インハイブ
リッド車１
台あたり
100千円
を補助す
る。

①②充電
ステーショ
ン補助件
数（件）

③電気自
動車等補
助件数
（件）

ー ー
①②　0
③　244

①②　55 ③　ー

①公共施設にお
ける急速充電ス
テーション設置：
【維持】　公共施
設の脱炭素化に
向けた公用車の
EV化を進めるた
め公共施設の工
事等に合わせた
設置について引
き続き検討する。
②充電ステーショ
ン設置補助：【維
持】　電動自動車
等の普及促進と、
市民の利便性の
向上のため、事
業を維持する必
要がある。
③電気自動車等
購入への補助：
【休止】国の補助
の拡充や軽EVが
発売されたこと
により普及が進
んだため今後は
自動車の補助は
終了し充電インフ
ラ整備に注力す
る。

縮小 52,728 千円 15,010 千円

③電気自動車等購入補助につ
いて、市民・事業者に対する電
気自動車等の普及促進への起
爆剤としての役目を果たしたと
判断し令和４年度のみの補助と
した。
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

14
うるおいの
あるまち

ごみの減
量・再資源
化の推進

新クリーン
センター解
体撤去事業

環境部 環境施設課 ７・１１
新クリーン
センター

解体撤去
し、跡地に
剪定枝一時
保管施設を
建設、リサ
イクルの促
進を図る

解体撤去工
事の進捗及
び周辺環境
保全の適正
管理

工事の進
捗率（％）

ー ー 43 100

地元の関心が高
い工事について
説明会開催、定
期的に工事進捗
状況等にかかる
資料配布、環境
調査結果はすみ
やかに報告、情報
発信に努めた。地
元理解を得なが
ら進めた結果、当
初予定どおり進
んでいる。

拡充 320,980 千円 1,613,270 千円
令和４年度、５年度における2ヶ
年事業うち令和５年度分

ｻﾎﾟｰﾀｰ養
成講座受
講者数
（人）

681 898 1,067 1,200

見守りタグ
利用者の
うち、利用
してよかっ
た人の割
合（％）

66.7 65.0 73.8 75.0

千円 14,624 千円
認知症に関する相談等に対応
するため、職員を１名増員した。

15
02安心し
て暮らせる

まち

01ともに
支えあう福
祉社会を実

現する

認知症施策
総合推進事

業
福祉部

高齢者・地
域福祉課

3,11
認知症の人
とその家族

認知症の人
とその家族
が、住み慣
れた地域で
安心して生
活できる状
態にする。

認知症の疑
いのある人
を早期に発
見し、医療
機関への受
診を勧奨
し、重度化
することを
防止する。
また、行政・
医療・介護
等の関係機
関や地域住
民等が連携
し、認知症
の人や家族
を支援する
体制を構築
する。

高齢者人口の増
加により、認知症
患者の増加が見
込まれており、医
療・介護・行政が
連携した切れ目
のないサービス
の実施、地域の
見守り、早期発
見・早期診療など
更なる事業の充
実が必要である。

拡充 7,097

7



成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

日常生活
支援サ

ポーター養
成研修の
受講者数

（人）

30 38 50 50

取組が検
討されて

いる
協議会数
（協議会）

4 8 10 12

新規開設
件数（件）

5 1 1 1

医療支援
型グルー

プホーム利
用者数
（人）

1 5 5 5

千円

医療的ケアサービスを提供する
事業所を充実させるため、予算
を増額した。また、市補助事業
の補助対象施設について、未就
学児に対するさらなる支援体制
構築のため、児童発達支援の施
設を追加した。

①補助事業を実
施することで、医
療的ケアを必要
とする障害児を
対象とする放課
後等デイサービ
スを提供する事
業所の新規開設
を誘引すること
ができ、市内の
受入体制の充実
につながった。②
医療支援型グ
ループホームの
看護職員配置に
係る経費の一部
を補助すること
で、医療的ケアが
必要な障がい者
が安心して生活
できる環境を整
備した。③補助事
業を実施するこ
とで、重度の障害
等により外出が
困難な障がい児
に対して、発達支
援の機会を創出
した。

拡充 7,593 千円 16,839
障がい者支

援課
3

①医療的ケ
アサービス
を提供する
事業所を新
規開設する
法人②医療
的ケアが必
要な障害者
を受入れる
グループ

ホームを運
営する法人
③市内で初
めて居宅訪
問型児童発
達支援の事
業所を開設
する法人

事業所の新
規開設やグ
ループホー
ムでの受け
入れを促す
ことによ
り、地域生
活支援拠点
等に必要な
機能である
「緊急時の
受け入れ対
応」や医療
的ケアを必
要とする障
がい者（児）
の日中活動
の場のさら
なる充実を
目指す。

①事業所開
設に要する
経費の一部
を補助す
る。②医療
支援型グ
ループホー
ムの看護職
員配置に係
る経費の一
部を補助す
る。③開設
当初に利用
人数が十分
に確保され
なかったこ
とによって
得られな
かった報酬
の一部を補
助する

17
02安心し
て暮らせる

まち

02障がい
者福祉の充

実

地域生活支
援拠点等施
設整備事業

福祉部

34,980 千円 35,412 千円
「ささえあい協議会」の設置数
の増加に伴い、事務費等を増額
した。

16
02安心し
て暮らせる

まち

01ともに
支えあう福
祉社会を実

現する

生活支援
サービス体
制整備事業

福祉部
高齢者・地
域福祉課

3,11 高齢者

生活支援
コーディ
ネーターや
ささえあい
協議会によ
り、地域の
支え合いの
仕組みづく
りを推進
し、生活支
援体制の充
実・強化を
図る。

地域の資源
開発、ネッ
トワーク構
築等を行う
生活支援
コーディ
ネーターを
地域包括支
援センター
の担当エリ
アごとに配
置するとと
もに、地域
の多様な関
係主体間の
情報共有及
び連携・協
働を推進す
る「ささえ
あい協議
会」を概ね
中学校区域
ごとに設置
する。また、
日常生活支
援サポー
ターを養成
する研修を
行う。

地域包括ケアシ
ステムの深化、推
進を図るうえで、
重要な事業の一
つと考えている。
高齢者が住み慣
れた地域で自分
らしい生活を送
ることができる
よう、事業の更な
る拡充を図る必
要があると考え
ている。

拡充
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

支援実施
率

（％）
－ 97.21 91.41 －

健康教育
の実施延
人数（人）

－ 2,243 4,416 －

19
_02安心し
て暮らせる

まち

01健康の
保持・増進

後期高齢者
医療人間
ドック助成

事業

健康医療部
国民健康保

険課
3

後期高齢者
医療被保険

者

後期高齢者
の健康を保
持し、医療
費抑制を図
る。

加古川総合
保健セン
ター、加古
川中央市民
病院、はり
ま病院、加
古川磯病
院、順心病
院、たずみ
病院、松本
病院、堀胃
腸外科、大
西メディカ
ルクリニッ
クで実施す
る人間ドッ
クの受診者
にドック費
用の一部を
助成する。

人間ドック
受診者数

（人）
109 120 137 160

広域連合の人間
ドック補助金を受
け実施している
が、段階的に減
額され、令和６年
度に廃止される。
受診者数は低い
レベルで推移し
ており、健康診査
事業においても
令和３年度より
対象を拡充し、無
料で健康状態を
把握する機会を
を一定程度確保
していることか
ら、人間ドック助
成事業は、令和６
年度以降の廃止
を検討している。

縮小 2,782 千円 1,467 千円

本市の受診者数は低いレベル
で推移し、また、健康診査事業
において令和３年度より対象を
拡充していることから、広域連
合の補助額縮小に合わせて、1
人あたりの市補助額を縮小す
る。

12,394 千円

・支援対象者（ハイリスクアプ
ローチ）における健康状態不明
者等の対象者を拡大する。
・通いの場における医療専門職
をさらなる増員により、健康相
談、保健指導を充実させる。

18
_02安心し
て暮らせる

まち

01健康の
保持・増進

後期高齢者
保健事業

健康医療部
国民健康保

険課
3

後期高齢者
医療被保険

者

後期高齢者
のフレイ
ル、生活習
慣病重症化
等を予防す
る。

健診の結果
や国保デー
タベース等
を活用し、
低栄養の恐
れのある人
や医療機関
への受診が
必要な人に
対し、受診
勧奨及び保
健指導を実
施する。ま
た、高齢者
の通いの場
においてフ
レイル予防
等の健康教
育を行うと
ともに、フ
レイル状態
にある高齢
者等の把握
に努め、健
康相談によ
り受診勧奨
等の保健指
導を行う。

実施が義務付け
られており、事業
実施の妥当性は
見直す余地がな
い。事業開始の
令和3年度と比
較し、評価年度で
ある令和4年度
は実施件数、内
容ともに充実し
た。本事業の各
取り組みを通じ
て、健康寿命の
延伸、医療費の
抑制につなげる
べく事業は維持
すべきである。

拡充 7,817 千円
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

20
０１心豊か
に暮らせる

まち

０１結婚・出
産・子育て

の支援

結婚新生活
支援事業

こども部
こども政策

課
①③

婚姻届を提
出した市内
在住の新婚
夫婦で、夫
婦共に婚姻
日における
年齢が39
歳以下（所
得要件あ

り）

結婚を希望
する人が安
心して結婚
できる環境
を整え、そ
の後の切れ
目のない支
援により少
子化対策を
図る。

結婚を機に
新たな生活
を送るため
に用意した
住居の住宅
購入費、リ
フォーム
費、賃貸借
に要する費
用（賃料・共
益費（1ヶ月
分）、敷金、
礼金、仲介
手数料）、
引越し代に
ついて、
30万円を
上限として
補助する。

補助金交
付件数
（件）

0 77 103 117

若年世帯の結婚
新生活を経済的
に支援すること
で、婚姻への後
押しにつながっ
ており、将来的な
少子化対策にも
効果があるもの
と考える。

拡充 20,759 千円 26,101 千円

対象者を増やすため、所得要件
を緩和し、夫婦の所得を合算し
た合計が500万円未満とする。
また、若年世帯の経済的支援を
強化するため、夫婦共に29歳
以下の場合は、補助上限額を
60万円とする。

千円 26,417 千円
令和6年度の「こども家庭セン
ター」の設置に向けて、組織の
在り方と事業の見直しを行う。

-764940988
虐待通告
対応数
（件）

21
_01心豊か
に暮らせる

まち

01結婚・出
産・子育て

の支援

要保護児童
相談事業

こども部 家庭支援課 ①③

児童虐待等
により支援
が必要な家

庭
（18歳未満

の児童）

子どもに
とって安
全・安心で
健やかに生
活ができる
状態にす
る。

１．家庭児
童相談員を
配置し、虐
待の通告や
児童に関す
る相談を、
月～金（祝
日を除く）
曜日の午前
９時から午
後５時まで
随時受付け
る。２．相
談・通告を
受けた家庭
に対し、適
切かつ必要
な支援を実
施する。３．
要保護児童
対策地域協
議会では、
代表者会
議・連絡会
議・実務者
会議・個別
事例検討会
議を開催
し、関係機
関との連携
の強化を図
りつつ支援
体制を構築
する。

事業の性質上、
指標を数値化す
ることがなじま
ないが、虐待通
告を受けた件数
のすべてに対し
て相談・支援を行
い、虐待の再発
防止、家庭環境
の改善に向けて
継続的に関わる
ことができてい
る。令和6年度に
「こども家庭セン
ター」を設置予定
であり、支援にあ
たり母子保健と
児童福祉の更な
る連携が求めら
れている。

拡充 18,212
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

参加者数
（人）

ー ー 21 60

満足して
いる参加
者の割合

（％）

ー ー 100 100

看護配置
事業利用
者数（人

月）

6,559 7,971 8,339 9,000

看護師配
置事業実
施園（園）

10 13 17 20

千円

看護師配置の実施園の増加に
伴い、必要な予算を確保すると
ともに、実施園のさらなる増加
に向けて事業の周知に務める。

看護師配置事業
は、保護者のニー
ズも高まってお
り、看護師の専門
性を生かし、体調
不良時の園児へ
の対応や日頃の
園児の健康管理
等に寄与してい
る。今後も、引き
続き事業の周知
を行うことで実
施園の増加に努
めたい。
また、医療的ケア
児の受入れによ
り看護師を配置
した園に対し補
助を行うことで、
安全な環境づく
りができた。

拡充 61,750 千円 73,664幼児保育課 ③

私立認可保
育所等に入
所中の児童
（看護師配
置事業利用

者）

私立認可保
育所等が実
施する看護
師配置事業
経費の負担
軽減を図
り、日頃の
体調管理や
保育所で体
調不良と
なった場合
でも安全に
保育を実施
する体制を
構築する。

私立認可保
育所等が実
施する看護
師配置事業
にかかる経
費の一部を
補助する。

23
01心豊か
に暮らせる

まち

02就学前
教育・保育

の充実

看護師配置
事業

こども部

2,139 千円 5,345 千円
実施期間を6か月間（令和4年
度）から1年間に拡充する。

22
01心豊か
に暮らせる

まち

01結婚・出
産・子育て

の支援

ひとり親家
庭等学習支

援事業
こども部 家庭支援課 ①③④

児童扶養手
当を受給す
る世帯に属
する小学４
年生～小学
６年生の児

童

貧困の連鎖
を防止する
観点から、
ひとり親家
庭の子ども
を対象に基
本的な生活
習慣の習得
支援や学習
支援を行
い、子ども
の生活の質
の向上を図
るととも
に、子ども
の居場所づ
くりに寄与
する。

市内の３つ
の公民館に
おいて、通
塾方式で、
それぞれの
公民館で毎
週２日、１日
２時間で学
習支援を実
施。（令和4
年10月1日
開校）

ひとり親家庭の
支援として、経済
状況を問わず学
習の機会を与え、
基本的な学習習
慣の習得を支援
し、安全安心な居
場所を与えるこ
とで、子どもの生
活の質の向上に
寄与している。今
後、アンケート等
による事業の効
果測定を実施し、
会場及び対象者
の拡充について
検討する。

拡充
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

24
01心豊か
に暮らせる

まち

01子ども
の健やかな
成長を支援

する

児童クラブ
運営事業

教育指導部 社会教育課 5

保護者が労
働等により
昼間家庭に
いない小学
校に就学し
ている児童

放課後の保
護を必要と
する児童の
安全を確保
し、健全育
成を図ると
ともに、保
護者が安心
して子ども
を育て、子
育てと仕事
等を両立で
きるように
支援する。

市内小学校
敷地内等に
児童クラブ
室を設置
し、放課後
等の時間帯
に入所児童
に対して、
家庭に代わ
る生活の場
を確保し、
児童クラブ
職員（支援
員及び補助
員）により、
生活の場、
また遊びを
通した健全
育成の場と
して、保護
育成ととも
に指導を行
う。

児童クラブ
入所者数

（人）
3,209 3,031 3,051 2,901

児童数が減少傾
向にあるなか、児
童クラブに対す
るニーズは高い
ため、安心して利
用できるよう、引
き続き児童や保
護者へのきめ細
かな対応ができ
るよう、各児童ク
ラブの状況に応
じた必要な指導・
助言などの支援
を行っていく。

拡充 493,697 千円 540,689 千円

児童クラブ推進員の定期的・継
続的な巡回指導により、各児童
クラブの状況を的確に把握し、
把握した課題は推進員と連携を
図りながら対応を行い、保育の
質の向上に努める。
また、各児童クラブでの課題や
課題に対する対応事例などを
児童クラブ間で共有すること
で、質の向上を図る。

25
01心豊か
に暮らせる

まち

01生涯学
習の推進

公民館魅力
発信事業

教育指導部 社会教育課 4 市民

多くの市民
の方に公民
館における
生涯学習機
会に触れて
いただける
ようになる
ため、公民
館の主催事
業等の生涯
学習機会
（魅力）を多
くの市民の
方に知って
いただきた
い。

公民館にお
ける生涯学
習機会が充
実したもの
となるよ
う、主催事
業の充実を
図るととも
に、主催事
業の広報等
を通じて、
公民館の生
涯学習機会
（魅力）を
知っていた
だく頻度を
増加させ
る。

対象講座
をきっか
けに公民
館を新た

に利用した
者の数
（人）

－ － 39 100

多くの市民の方
に公民館におけ
る生涯学習機会
に触れていただ
けるようになる
ためには必要な
事業である。令和
５年度は実施講
座を拡充したう
えで多様な手法
により事業の周
知を行い、公民
館の生涯学習機
会（魅力）を知っ
ていただく頻度
の増加と、対象講
座をきっかけに
公民館を新たに
利用した市民の
数の増加を目指
す。

拡充 10 千円 1,224 千円

市民の生涯学習機会の充実を
目的に、東加古川公民館におい
て、実施する講座の充実を図
る。

受講者アン
ケートによ
る満足度

（％）

― 3.4 3.3 3.7

授業でＩＣ
Ｔを活用で
きる教員
の割合
（％）

― 70.8 77.8 100

1,584 千円

採点・支援システムの導入にあ
たり、教員が有効的に活用でき
るようにするために操作研修を
実施する必要がある。

26
01心豊か
に暮らせる

まち

03義務教
育の充実

スマートス
クール推進

事業
教育指導部 学校教育課 4.8

市内の小学
校・中学校・
養護学校の
児童生徒な
らびに教員

ＩＣＴの有効
的な活用を
通して、確
かな学力を
養う。

専門家によ
る研究指導
や採点・支
援システム
導入等に対
する助成を
通して、授
業や業務に
おいてICT
の有効的な
活用を行
う。

スマートスクール
推進モデル校を
中心に、各校にお
いて授業におけ
るICTの有効的
な活用について
研究・実践を重ね
ており、スマート
スクール推進事
業への貢献度は
高い。また、業
務・授業改善およ
び生徒自身の主
体的な学びの充
実をねらいとし
て、採点・支援シ
ステムの導入を
さらに進める必
要がある。

拡充 312 千円
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

27
01心豊か
に暮らせる

まち

05教育環
境の充実

地域部活動
推進事業

教育指導部 学校教育課 ３．４．１７
①生徒、保

護者等
②教職員

部活動の地
域移行を進
めること
で、休日に
教員が部活
動の指導に
携わる必要
がない環境
を構築する
とともに、
新たなス
ポーツ・文
化・芸術活
動のあり方
を模索す
る。

地域人材等
を活用した
モデルプラ
ンを実施
し、今後の
新たなス
ポーツ・文
化・芸術活
動のあり方
について検
証する。

移行後の
休日にお
ける活動
に魅力を
感じてい
る生徒の
割合（％）

ー ー 78.3 90

部活動の地域移
行を進めること
で、教員の働き
方改革ならびに
新たなスポーツ・
文化・芸術環境の
構築に向けて試
行することは大
変重要であり、継
続して取組を進
めていく必要が
ある。

拡充 721 千円 8,590 千円

昨年度モデルプランの検証に基
づき、試行プランの練り直しを
行うとともに、新たなモデルプ
ランを加えて実施し、新たなス
ポーツ・文化・芸術活動のあり方
について検証する。

28
_01心豊か
に暮らせる

まち

05教育環
境の充実

メンタルサ
ポート事業

教育指導部
青少年育成

課
4、10、
11、16

幼児・児童

学校や教室
に行きづら
い児童の居
場所を作る
とともに、
家庭訪問等
を通して児
童・保護者
と教職員と
の橋渡し的
な存在とし
て支援する
ことで、対
象児童の心
の安定と学
校（学級）復
帰を促す。

市内３小学
校に各１名
メンタルサ
ポーターを
配置して、
学級担任等
との家庭訪
問や別室登
校生に対す
る学習指導
の補助、不
登校児童の
学校復帰の
支援、相談
活動の補
助、関係機
関との情報
交換や連
携、不登校
対策に係る
啓発活動や
研修会出席
など、多面
的に関わ
る。

不登校を
改善した
延べ人数

（人）

ー ー 345人 350人

不登校及び不登
校傾向にある児
童に対して、きめ
細やかな対応が
できるメンタル
サポーターの果
たす役割は重要
となっている。学
校現場では、家
庭訪問や教育相
談、学習指導の
補助等を通して
児童や保護者と
教職員との橋渡
し的な存在とし
て大切な職務を
果たしている。不
登校等にある児
童が急増する中、
今後は計画的に
配置校を増やし
て行きたいと考
えている。

拡充 6,749 千円 7,979 千円

学校に行き渋る状態を改善して
いくために、令和４年度に取り
組んだ支援を継続するととも
に、よりきめ細やかな支援が行
えるよう時間外勤務手当のあり
方について検討していく。
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成果指標 決算（見込）額 予算額 令和５年度に見直す内容

指標名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標値 ４年度 ５年度 （課題に対する改善方法等）

今後
の

展開
No. 基本目標 施策

事務
事業名

部局名 課（室）名
ＳＤＧｓ

ゴール番号
対象 目的 事業内容 総合評価

教育相談
終了割合

（％）
10.70% 42% 74% 40%

終了相談
件数（件）

384件 417件 170件 450件

千円 19,542 千円

令和４年度は、発達に関する相
談が多く、発達検査の実施、検
査結果の報告をもって終結した
ため、終結割合が高かった。相
談者のニーズに応じて、継続、
終結を判断していく。

29
_01心豊か
に暮らせる

まち

02青少年
の健全育成

家庭教育支
援相談事業

教育指導部
青少年育成

課
4、10、
11、16

幼児・児童・
生徒

多種多様で
複雑化する
教育問題へ
の相談に対
して、臨床
心理士や社
会福祉士等
の専門家が
対応するこ
とで、対象
者の生活意
欲の向上、
問題の解消
及び軽減を
図る。

電話・来所・
訪問等によ
り、不登
校、いじ
め、学習、
進路、発
達、苦情・
要望等教育
に関する相
談を受け、
適切な指導
助言を行う
とともに問
題解消及び
軽減が図ら
れるよう支
援を行う。
また、関係
機関との連
携を図る。

相談件数の増加
から、市民のニー
ズは高い状況で
あり、社会情勢か
らも多種多様化
する教育問題へ
の相談対応は、
青少年の健全な
育成を図るため
にも充実が求め
られる事業であ
る。

拡充 18,574
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